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―財政投融資にとって簡易生命保険とは何であったのか―
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論　　文

❶ 課題の限定

　本稿の目的は、高度成長期における簡易生命保険資金の財政投融資計画への「協力」を分析
することを通じ、簡易生命保険が戦後経済社会に持った役割を解明することにある。このよう
に課題を設定したことには、いくつかの理由がある。従来の財政投融資研究は、概ね主要な原
資としての郵便貯金資金・簡易生命保険資金を政府資金として一体で分析の基礎においてきた。
これは、両資金が郵便局を通じて国民の貯金、保険が受け入れられ、政府から見て同じ窓口か
ら調達された受動的な資金であることによるものであろう。公的金融仲介による長期計画や財
政政策的な分析においては、両原資はマクロ的経済条件に規定され、量的に所与として扱って
差し支えないという判断であったと考えられる（1）。
　一方、これを財政投融資計画における原資の資金性格の違いという質的観点から見ていくと、
原資とその使途には一定の傾向性（紐づけ）が見いだされる。これには、有償資金であること
による運用上の理由もあろうが、計画の政策目的と原資の資金性格について、目的の適切性・
合理性と同時に、その資金源泉である郵便貯金、簡易生命保険が国（官）営で営まれてきたこ
とにより、使途の妥当性・正当性が問われてきたことによるものと考えられる。また同様のこ
とが、郵便貯金、簡易生命保険という郵政金融二事業の間においても見出される。
　財政投融資の大宗をなしたのは郵便貯金資金であるが、支払い準備を除く郵便貯金資金が全
額資金運用部に預託されていたことから、郵政省側から見れば、同資金は郵便貯金および資金
運用部の両特別会計間のやり取りとしてのみ現れ、その使途の決定については、原則大蔵省側
に運用権限があった。ところが、簡易生命保険資金については、戦時統制経済と敗戦直後の例
外を除き、戦後には大蔵省―財務省および自治庁（省）との交渉を経るとはいえ、創業以来、
逓信省―郵政省が、運用権を原則堅持してきた。郵便貯金資金とは異なり、財政投融資計画に

※ 本稿は、公益財団法人郵政博物館資料センターおよび国会図書館において、当該期簡易生命保険にか
かわる行財政史料、図書文献の調査をおこなうとともに、ヒアリング調査をあわせ実施した。また、
本稿は、公益財団法人かんぽ財団「令和 4年度調査研究助成」による成果である。ここに記して感謝
申し上げたい。
1　 これに対し、歴史研究の側からは、戦前期の郵便貯金・簡易生命保険の発展と深いかかわりのあった
貯蓄奨励運動を、大蔵省預金部をも視野に入れ、対象時期における国民経済のマクロ経済・財政金融
政策の体系との関係で位置づけ、貯蓄源泉への能動的な政策介入に重きをおいて原資側から接近する
というアプローチが進められてきている。この点については、拙稿「戦時経済移行期の郵便貯金̶定
額貯金開設をめぐって」（『郵政博物館研究紀要』第15号、通信文化協会博物館部、2024年、58-80頁）
で、戦前期貯蓄奨励政策の役割を整理しており、併せ参照されたい。なおこの時の戦時貯蓄奨励運動
を通じ、これまでの貯蓄奨励政策に加え、本来受動的であるはずの郵便貯金にインセンティヴを与え
たことが、郵便貯金を積極的に戦時統制経済に動員し、戦時経済計画の不可欠な一環に組み込んでい
く契機となり、戦後平和経済の下では財政投融資の「計画化」に繋がっていくことになる。
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「協力」するものとして、高度成長期にはその大半が計画内に包摂されてはいたが、簡易生命
保険資金は、一方で市場への放資や保険者への融資などの自主運用もおこなっており、郵政省
側からすれば、独自に国民および保険契約者、場合により民間保険会社へのアカウンタビリ
ティーが問われる性格のものであった。この意味で、二事業は共に国（官）による金融・保険
事業であったものの、簡易生命保険は、その資金運用、とりわけ財政投融資計画中における使
途について、省としての一貫性あるいは整合性を求められ、また主張する立場にあったといえる。
　本稿の課題とするところは、郵便貯金資金と簡易生命保険資金とが財政投融資計画の使途別
に見られた各資金の傾向性のなかで、どのように振り分けられていたかを明らかにし、国（官）
営事業としての簡易生命保険の持った固有の役割と意義、その政策理念を浮き彫りにするとと
もに、大蔵省とは一線を画す、当該期における郵政省の財政投融資計画に対する立ち位置を見
出すことを目指している。
　ところで、高度成長期は、戦後の「財政法」制定により財政均衡主義̶国債不発行主義が確
立され、第四条国債＝建設国債が発行されたもののその量は限定的で、特例国債（＝赤字国債）
は、1965年度補正予算において 1回のみ認められたに過ぎなかった。同時期には、民間資金が
成長資金に集中されるなか、戦後復興と高度成長を支える産業および社会基盤整備を補う必要
から、戦後の郵便貯金̶資金運用部資金が動員され、簡易生命保険資金や戦後処理から蓄積さ
れた政府基金と合わせ、財政投融資計画となっていったという時代的特徴がある。郵便貯金の
運用面から見れば、高度成長期は国債消化がほとんど問題にならないという、発足以来の長い
歴史にあって異例な時期であった（2）。また、高度成長期は国民にとっても、金融資産形成上、
国債がほとんど選択肢に上らなかった時期に当たる。財政投融資と郵便貯金・簡易生命保険資
金との関係とその効果を、マクロ経済上の政策理念、社会経済的方向性にもとづく政策方針、
経済社会計画との関係、あるいは国民の貯蓄意識との関係で明らかにする上で、当該期は極め
て恰好な時期であり、本稿の対象とする時期を高度成長期に設定したのは、そのためであ
る（3）。
　次に本稿では、高度成長期後半にかかる1961年から1973年を主たる対象としている。これは
1961年度より財政投融資計画に「原資別」、「機関別」に加え、「使途別」の分類が掲載される
ようになったことによる。これにより、資金の源泉から使途までを一応フォローできるように
なり、財政投融資の資金の流れが見通せるようになったという資料上の制約による。しかしこ

2　 高度成長終焉後、バブル期の一時期を除き、赤字国債が常態化し、累積していくことで局面は変わっ
ていく。郵便貯金を原資に財政投融資と国債消化とを両立させることの臨界点が定額貯金の巨大な波
動の先に見えたのは、1998年末の「資金運用部ショック」であった。郵便貯金については、資金運用
部を通じ一般会計においては国債の引き受け、財政投融資計画においては特別会計貸付という二重の
ルートで政府への資金供給をおこなっており、この時点で財政投融資と国債消化の両者間にトレード
オフが生じ、戦後長らく政策により事実上機能を止めていたが、国債累積と金融自由化・国際化の要
請から再開されたばかりの国債流通市場に大きな衝撃を与えた。この点については、拙稿「日本にお
ける国債問題の展開̶郵便貯金との関連で」（『郵政博物館研究紀要』第 6号、通信文化協会博物館部、
2015年、57-67頁）を参照されたい。

3　 一般会計の財政投融資比率を見ると、財政投融資成立時期に30％台であったものが、高度成長期に入っ
て40％台に膨れ上がった。しかし、一般会計の急速な伸びによって、1975年度からは比率は約43％で
推移するようになる。1980年度以降行財政改革が進められたことにより、一般会計の伸びが大きくダ
ウンしたが、民営化によって財政投融資の対一般会計比率も低下に転じた。この動きが反転するのは、
バブル期に突入する1987年度からであり、比率は50％を超えるようになった。これは、第 3次中曽根
政権から竹下政権への移行の時期に当たっている。高度成長期は、郵便貯金資金̶資金運用部資金に
とって、国債の引受け、国民貯蓄によるその消化という、発足以来の役割から相当自由な、近代日本
において稀有な時期であり、この余裕により財政投融資が日本経済に大きな比重を占めることを可能
にした。1987年度からの大幅な比率上昇は、アメリカからの内需拡大要求に応じ、日本政府が財政再
建路線を転換し、「緊急経済対策」を打ち出し、内需拡大を推進するようになった年度に当たっている。
財政投融資は、このような国際関係や国内対策に規定され再度膨張していくことになった。
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のことは、単にテクニカルな問題にとどまるものではない。1961年という時期は、財政投融資
にとっても、簡易生命保険にとっても大きな転換点であった。岸信介政権の下、同年度に国民
健康保険および国民年金が設立され、国民皆保険・皆年金が実現された。これにより、厚生年
金資金とともに、国民年金資金が資金運用部に預託されるようになる。戦後に生じた原資が整
理されるとともに、資金運用部資金の資金源泉が多様化され、その運用が財政投融資計画に現
れる画期がこの時点であった。財政投融資計画に新たに使途別分類が登場するのは、その反映
であった。
　1961年は、簡易生命保険事業にとっても大きな意味をなした。簡易生命保険および郵便年金
は、近代郵便の発足とともに、郵便貯金とならび、イギリスの郵便局保険・年金を参考として
前島密によって構想されたものである。しかし郵便貯金が1875年に出発したのに対し、簡易生
命保険が実現を見たのは、実に1916年の第 2次大隈重信内閣によってであった。大隈首相は、
簡易生命保険を社会政策の一環に位置づけ、今後展望するドイツ型の強制加入の拠出型小口労
働者保険に道を拓くものとした。同時期、プロイセン・ドイツ型社会保険（ビスマルク型労働
保険の展開）は、ドイツの「社会国家」形成の機軸をなすものとして設立途上にあり、ドイツ
帝国崩壊後には、世界最初の福祉国家とされるワイマール共和国に引き継がれる。イギリスに
おいても、第二次世界大戦下の1942年にはケインズの影響も受けつつ、ウィリアム・ベヴァリッ
ジによる、いわゆる「ベヴァリッジ報告」が提出され、大戦後のイギリス型福祉国家へと繋がっ
ていく（4）。大隈の政策意図には、このような第一次世界大戦前に胎動し、20世紀に欧米先進国
で進められた福祉国家化の世界的流れを予感させるものがあった。このような意味での社会政
策という理念が、郵政金融二事業と一括されながらも、簡易生命保険に明治期以来の郵便貯金
とは異なる運用形態と政策体系上の位置づけを与えることになったのである（5）。
　1961年という時点は、簡易生命保険がその「前哨」として期待された国民皆保険・皆年金が
日本において実現した画期であった。以降、簡易生命保険は日本型福祉を補完することを目的
に、新たな再出発を模索し、特約型の新商品を展開していくことになる。このためにも、郵政

4　 イギリスの郵便局保険の成立と限界、その背景事情については、ポール・ジョンソン『節約と浪費―
イギリスにおける自助と互助の生活史』（真屋尚生訳、慶應義塾大学出版会、1997年）に詳しい。ド
イツの社会国家化については、福澤直樹『ドイツ社会保険史―社会国家の形成と展開』（名古屋大学
出版会、2012年）が詳細に論じている。日本においても、大戦下にありながら、厚生官僚たちは戦後
を展望し、対戦国で公表された「ベヴァリッジ報告」を入手、検討に入っていた（幸田正孝（厚生事
務次官）談「国民皆保険成立の史的評価」、菅沼隆・土田武史・岩永理恵・田中聡一郎編『戦後社会
保障の証言―厚生官僚120時間オーラルヒストリー』有斐閣、2018年、所収）。

5　 簡易生命保険の成立過程については、系統的に丁寧に分析したものとして、迎由理男「簡易生命保険
の成立と展開」（渋谷隆一編『大正期日本金融制度政策史』早稲田大学出版部、1987年、100-131頁）
がある。同論文では、日本経済史の時期区分にしたがい、社会政策としての簡易生命保険設立を帝国
主義段階の政策と位置づけ、社会政策本来の目的である労働者保険の「繋ぎ」の役割に過ぎなかった
と評価している。これに対し、金澤史男「戦間期における簡保資金の地方財政融資」（金澤史男『近
代日本地方財政史研究』日本経済評論社、2010年）は、簡易保険を官独占とする論理として社会政策
が前面に打ち出され、労働保険を念頭におくことで本格的な社会政策の「前提」としての位置づけが
与えられたことを評価しつつ、既存組織の活用によりコストを削減し、「公共的事業慈善救済的事業」
に低利で融資をおこなうことが社会政策の内容とされることとなり、政策理念が緩められたとする。
一方、加藤三郎『政府資金と地方債̶歴史と現状』（日本経済評論社、2001年）は、橋本政権下の財
政投融資改革を視野に入れることで、戦後財政投融資の原型である大蔵省預金部による地方還元問題
にまで遡及し、地方債消化を軸に時系列的に追うことによって、戦後財政投融資の性格が戦前から準
備されていったとする。このように簡易生命保険については、課題設定のあり方によって、大きく評
価を異にする。迎や金澤は、発足時の政策理念からの乖離に重点をおいているが、加藤は戦後財政投
融資の起点としての意義に重きをおいている。筆者は、後発の簡易生命保険が、日本経済の「二重構
造」化（中村隆英）が進むなか、経営上の利点と政策目的の広範化から、労働者保険というよりも国
民保険としての性格を強め、総力戦体制下の戦時貯蓄奨励運動を介して、戦後の簡易生命保険に引き
継がれる一方、1942年労働者年金保険（厚生年金保険法）が設立され、経路依存的に社会政策が多層
化していったことに注目する。したがって本稿は、迎、金澤の歴史研究に多くを学びつつ、加藤の問
題意識を引き継ぐことを企図している。
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省としては簡易生命保険資金の財政投融資計画を通じた使途を明示することにより、国民およ
び保険者へのアカウンタビリティーを果たすとともに、終戦時に進められた官独占廃止後の国
営事業であることの意義を再確認する必要があった。加えて、同年には戦後インフレーション
への対応のため、契約替えが集中的に進められた保険の大量満期が迫っており、これに対応す
るため、戦時期に大蔵省預金部に原則全額預託となっていた簡易生命保険・郵便年金積立金お
よび余裕金が、全額資金運用部から払い戻しされた年に当たる。この年をもって、簡易生命保
険の戦後処理は完了したのである。この意味で、1961年からの簡易生命保険資金の、郵便貯金
資金との流れの違いを明らかにすることは、日本型福祉国家化によって生み出された「福祉複
合体」の実態を明らかにする一助となろう（6）。

❷ 財政投融資の資金源泉

　財政投融資制度は、1953年度国会の予算編成の参考資料として財政投融資計画が同様の形式
で毎年提出されるようになったことをもって正式に発足した。これにより、財政投融資は、「郵
便貯金や各種積立金、基金の類などの諸ファンド、さらには債券発行による調達資金など主と
して金融的資金を原資とし、資金運用部資金、産業投資特別会計、簡易生命保険資金制度、政
府保証債などの諸制度・手段を通じて、もっぱら政府関係機関や地方公共団体に出資ないし融
資する仕組みであり、予算に準じて管理運営されるプログラムの総称」として、日本の財政シ
ステムにおける公的金融仲介の骨格をなす制度として位置づけられた（7）。

⑴ 原資別財政投融資の構成
　財政投融資計画では、国の特別会計、公社、公庫、公団、地方公共団体、特殊会社等への運
用額のうち、資源配分機能を果たす長期の運用予定額が明示されている。初年度となる1953年

6　 本稿は、福祉国家化の起点を第一次世界大戦による総力戦の経験とロシアにおける社会主義革命にお
くという、加藤栄一や林建久の世界経済史の時期区分を踏襲しつつ、同時代現象の一環として戦後に
おける日本型福祉国家化の前哨の役割に簡易生命保険を位置づけることを試みている（東京大学社会
科学研究所編『福祉国家』全 6冊、東京大学出版会、1984-1985年、および林建久『福祉国家の財政学』
有斐閣、1992年）。一方、これを「日本型」の福祉国家化と捉えるのは、イエスタ・アルピン＝アン
デルセンの類型論的福祉レジーム論と問題関心を共有するためである（イエスタ・アルピン＝アンデ
ルセン『福祉資本主義の三つの世界―比較福祉国家の理論と動態』、岡沢憲芙、宮本太郎監訳、ミネ
ルヴァ書房、2001年）。しかし、アンデルセンの類型論では、レジームの種差性を生み出す歴史動態
―経路依存性については必ずしも明らかにならない。この点、高田実・中野智世編『近代ヨーロッパ
の研究15　福祉』（ミネルヴァ書房、2012年）では、前近代の多様な歴史的主体による多様な原理が
多層的な扶助システムの「複合体」を形成し、資本主義の成立と展開のなかで経路依存的に構造化さ
れるという視点から、各国「福祉国家」の種差性を描き出す国際比較史の方法を採用している。同書
所収の高田実「『福祉の複合体』の国際比較史」によれば、「福祉国家化」は、自助・共助・公助によ
る福祉の重層的に構造化された歴史的社会システム＝「福祉の複合体」が、国家目的としての「社会
権」、「生存権」の公認を通じ、ナショナル・ミニマムをベースとして、行政によって総括されていく
過程として捉えられている（高田実「『福祉の複合体』の国際比較史」、高田実・中野智世編『近代ヨー
ロッパの研究15　福祉』ミネルヴァ書房、2012年）。このように考える時、簡易生命保険は、日本型
福祉複合体の前提であったものが、その成立とともにその一環として組み込まれていったと捉えるこ
とが可能になるのではないか。1916年と1961年は、この意味で極めて重要な年であったといえよう。
なお浅井良夫は、日本における「ケインズ主義的福祉国家体制」を戦後復興期から高度成長期を経て
1980年代初めまでと位置づけている（浅井良夫『戦後改革と民主主義―経済復興から高度成長へ』吉
川弘文館 、2001年、 3頁）。

7　 大蔵省財政史室『昭和財政史　昭和27～48年度　第 8巻』東洋経済新報社、2000年、 2頁。なお、同
書において財政投融資改革後の財政投融資は、「税負担に拠ることなく、国債の一種である財政投融
資債の発行などにより調達した資金を財源として、政策的な必要性があるものの、民間では対応が困
難な長期・低利の資金供給や大規模・超長期プロジェクトの実施を可能とするための投融資活動」と
定義されている。これは、改革が「財政投融資のセキュリタイゼーション」（加藤三郎）であったこ
とを示している。
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度の財政投融資計画では、それまでの「総予算均衡主義」が放棄され、「財政法」の「財政健
全主義」を維持しつつ、成長を下支えするものとして、財政投融資資金を積極的に活用、国民
経済の基盤の整備と拡充を目的とすることとされた。これは、有償資金を原資とする財政投融
資の積極的活用により、国債発行を代替することを宣言したものといえる。戦後復興の完了に
より、さらなる成長を目指すとともに、社会基盤整備や国民生活の向上等、公共的役割を果た
し、長期資金が不足する民間金融では充足することの難しい分野に、政府資金を計画的に供給
配分する方針が示されたのである。
　財政投融資の運用範囲は、高度経済成長とともに拡大した。まず、日本住宅公団（1955年）
や日本道路公団（1956年）が財政投融資対象機関として設立され、公営企業金融公庫（1957年）、
労働福祉事業団（1957年）等への運用が開始された。これを皮切りに1961年度の拠出型年金制
度の発足や郵便貯金の増強等、財政投融資原資が充実していくとともに、運用規模は一段と広
がりをみせていった（8）。
　財政投融資の原資は、同計画の記載において、以下の①産業投資特別会計、②資金運用部資
金、③簡易生命保険資金、④政府保証債・政府保証借入金の 4種類の資金から構成されている。

① 産業投資特別会計
　産業投資特別会計は、アメリカの対日援助物資の払下げ収入を経理していた見返り資金特別
会計からの資産を承継し、経済の再建、産業の開発、貿易の振興のために投資することを目的
として設立された。同会計は、当初承継した資産を財源としていたことから財政投融資原資に
占める割合は大きく、大部分が無償の資金であった。原資は経年新たに発生する性格のもので
はなく、1980年度までは一般会計から繰り入れされていたが、財政悪化にともない、1981年度
以降には外債発行によるものとなった。特別会計としての出発の経緯もあり、戦後復興と重化
学工業化の再開に大きな役割を持ったものの、高度成長期にはその財政投融資に占めるウェー
トは、漸減していった。

② 資金運用部資金
　資金運用部資金は、「郵便貯金」、「厚生年金・国民年金」の年金資金、「回収金等」の資金で
構成されている。このうち回収金は、過去において資金運用部で財政投融資機関に貸し付けた
貸付金、取得した債券が回収され、再投資に回される資金である。「回収金等」には、回収金
に郵便貯金、厚生年金・国民年金以外の政府の特別会計等の余裕金、積立金のすべてが組み込
まれている。とはいえ、その大宗は郵便貯金であった。資金運用部にはこれらの資金が自動的
に集められる仕組みとなっているが、拠出型年金資金を含みつつも、郵便貯金のように国民の
自発的預入によって貯蓄された資金を大宗としていたことから、産業投資特別会計とは異なり、
経済成長を通じた所得上昇により、増加が見込まれる原資であった。しかしそのことは同時に、

8　 特に、1970年代における急速な規模拡大によって、経済活動に占める財政投融資の圧倒的なプレゼン
スは、先進諸国（OECD）のなかに類例をみないものとなった。財政投融資資金合計は、高度成長期
に成長を通じて順調に増加していたものが、1970年代に入ると第 1次オイルショック後、第 2次オイ
ルショック時、そしてバブル崩壊時と、日本経済の成長の屈折点ないし大きな転換時を契機に、段差
的に量的規模を拡大していった。このような財政投融資計画の拡大、ないし場合により肥大化は、橋
本龍太郎首相の下で進められた行財政改革である1997年の中央省庁再編―2001年の財政投融資改革に
よって戦後財政投融資の再編過程に入った。この点については、拙者『郵政民営化の政治経済学―小
泉改革の歴史的前提』（名古屋大学出版会、2019年）および拙稿「郵便貯金・財政投融資・ODA―援
助大国への道」（『郵政博物館研究紀要』第12号、通信文化協会博物館部、2021年、90-111頁）を参照
されたい。
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資金運用部資金がその資金量をコントロールできない性質の受動的資金でもあることを意味し
た。戦前のように大蔵、内務、逓信、文部各省を巻き込んだ国家的貯蓄奨励運動が可能でない
戦後には、税制の優遇と政策金利といった誘導的な貯蓄奨励政策を併用する必要があり、国民
経済と財政投融資が資金調達面から連動することにより、金融と財政とを繋ぐ経路をなし、財
政投融資改革によって債券発行による市場からの直接的資金調達への転換が図られるまで、そ
の資金量が財政投融資の活動を規定する重要な要因となった。

③ 簡易生命保険資金
　簡易生命保険および郵便年金特別会計の決算上生じる剰余金の積立金は、郵政大臣が直接管
理運用していた。その運用方法としては、財政投融資協力分のほか、契約者貸付け、公債や社
債等への市場での運用がある。簡易生命保険資金は、統合運用の例外とされているものの、戦
後の運用再開から高度成長期までは、その運用の多くが財政投融資計画に包摂されていた。と
はいえ、創業以来、郵便貯金とは異なり、大蔵省預金部̶資金運用部への全額預託はなされず、
自主運用分を持つという点で、郵便貯金の預け入れ上限の決定や郵便貯金金利の決定、資金運
用部への預託金利決定とともに、旧郵政省が財政投融資につき大蔵省－財務省に対する交渉力
を持つ根拠ともなってきた。簡易生命保険資金の運用は、国の財政投融資計画に即しつつも、
郵政省の意向が反映されるとともに、発足以来の経路依存性があり、官による任意保険として
の簡易生命保険の「正当性」の論理が独自に貫かれるものとして位置づけられていたといえる。

④ 政府保証債・政府保証借入金
　政府保証債は、財政投融資対象機関が民間から資金調達し、事業資金を充当する際、政府が
元本の償還や利子の支払いを保証している債券である。これと同様に、政府保証借入金は、財
政投融資機関が民間から資金調達する際、政府が元利払いを保証している借入金である。政府
保証債には、一般会計の予算総則において限度額があり、政府資金そのものではないものの、
その発行が比較的能動的に決められる性格がある。その性格から、財政資金を節約しつつ、政
府の財政経済方針を市場に反映させる政策ツールであり、財政投融資改革後は、財政投融資債
というかたちで資金調達経路のシフトが図られることになった。ただし、間接金融優位の下、
規制金利下にあり、債券流通市場が事実上機能していなかった戦後復興期から高度成長期には、
その役割は限定的であった。

⑵ 機関別分類表と使途別分類表の採用
　財政投融資計画の運用は、その発足以来「機関別分類表」によって見ることができる。同表
は、財政投融資資金を中心に運営される、いわゆる財政投融資機関への各年度の資金配分計画
である。これにより、財政投融資の機構を通じ、政府がどのような財政経済政策方針を建てて
いるか、それにしたがって公的金融がどのように展開されるかの一端を明らかにすることがで
きる。ここであらためて一端と述べたのには理由がある。財政投融資機関の活動内容を積み上
げていけば理論的には財政投融資の機構の全体像を明らかにすることができるはずであるが、
そのことだけでは、財政投融資が日本経済ないし日本社会のどのような領域に、どのような形
で影響を与えているかを、原資の資金性格から運用の実態を通じ、系統的、包括的に見ること
は難しい。
　というのも、第一に財政投融資の運用の範囲については、各機関の設立根拠により、おおよ
その見当がつけられるとはいえ、同じ範囲に複数の財政投融資機関が投融資をおこなっている
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場合があり、また産業助成や地方債引受など機関別で見るだけでは、財政投融資の日本経済お
よび国民生活の当該領域に持つ効果を総合的に見る上で限界がある。第二に、財政投融資機関
には、特別会計間のやり取りや一般会計からの補助、利子補給、出資金が含まれるなど、異な
る資金源泉が存在しており、後述するように、資金源泉の性格によって投融資の対象が条件づ
けられている。公的金融としての役割から、資金源泉の性格が政策的に資金の運用範囲を規定
する場合がある。結論を先取りすれば、簡易生命保険資金は、年金資金とともに、その典型的
な事例である。このような事情により、「機関別分類」だけではその政策効果が見えにくい（9）。
　資料的にこの難点を打開することになったのは、1961年度の「資金運用部資金法」を中心と
する財政投融資制度の大幅改正であった。これにともない、財政投融資計画の新機軸として、
従来公表されてきた財政投融資先の「機関別分類表」に加え、運用内容を表示する形式として
新たに「使途別分類表」が採用された。「使途別分類表」は、一般会計予算において、所管、
組織、項等の区別による分類のほか、社会保障関係費、防衛関係費などの主要経費分類を作成
していることにならって、財政投融資の内容を分類したものである。
「使途別分類表」は、財政投融資の運用額が 4原資別に12項目の使途別とのマトリックスで示
され、各原資における資金運用の性格が明らかにされている。具体的な使途別は、①住宅、②
生活環境整備、③厚生福祉、④文教、⑤中小企業、⑥農林漁業、⑦国土保全・災害復旧、⑧道
路、⑨運輸通信、⑩地域開発、⑪基幹産業、⑫輸出振興として区分されている（10）。「使途別分
類表」は、この区分にしたがって、各機関別に資金配分したものを最終的にこれらの分類に統
計上整理したものである。このため、使途別分類は、財政とならび国の政策目標が国民経済と
国民の生活にどのように向けられているかを示すものとなっている。
　使途別分類は、機関別では見えない財政投融資の資源配分機能を端的に表現する。このため、
当初計画の運用計画に原資計画を重ねてみれば、財政投融資の原資の性格と使途別配分との関
係から、複雑な財政投融資制度を通じた政策意図と資金の流れを対照させ、ある程度明らかに
することができる。定義にしたがえば、「使途別分類表」の①から⑥の項目が「主として国民
生活の安定向上に直接役立つ分野」である国民生活関連の投融資、⑦から⑩の項目が社会や経
済のインフラ整備など「主として国民生活の安定向上の基礎になる分野」である国土開発関連
投融資とおおまかに捉えられる。また、⑪基幹産業、⑫輸出振興の項目が「主として産業政策
の分野」に対する投融資として区分されている（11）。
　以上のように見ると、簡易生命保険資金の運用面における特徴とその役割を明らかにする上
では、交錯が予想される「機関別分類」をひとまず措き、1961年度からの財政投融資計画の「使
途別分類」に注目してみることが、第一次接近として適宜であろう。

9　 大蔵省財政金融研究所財政史室『大蔵省史―明治・大正・昭和　第 3巻』大蔵財務協会、1998年、
232頁。なお、1960年度までの財政投融資計画は、民間への資金供給、政府事業建築投資、地方債に
大別し、産業助成、公企業投資、地方財政問題という政策目的が示されていた。1962年度以降には、
民間への資金供給を公庫等、公団等、特殊会社等に 3区分し、政府事業建設投資を特別会計と公社に
二分することで、資金運用の経路を細分化し示すようになった。これらを含んだ検討は、次の課題と
したい。

10  なお、「使途別分類表」には、1987年度より13項目として郵便貯金資金等の「自主運用」の項目が追
加された。

11  ⑪については、当初「基幹産業」とされていたが、1985年度以降は「産業・技術」に変更された。資
金源泉の整理と日本の産業構造変化を反映したものといえる。
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❸ 原資別財政投融資の推移

　図 1は、原資別財政投融資（実績）の当該年度の推移を示している。財政投融資の原資合
計額は、1955年度約2,978億円、1960年度約6,251億円、1965年度約1.8兆円、1970年度約3.8兆円、
1975年度約11.3兆円に増大した。財政投融資合計の対前年度増減率は、1950年代後半は毎年度
変動したが、1960年代末になると1968年度11.4％から1971年度31.8％と大きな伸びがみられた。
財政投融資計画の原資に占める資金運用部資金（郵便貯金＋厚生年金・国民年金資金＋回収金
等）の構成比は、1955年度は約50％であったが、1964年度に60％台となり、1969年度には70％
台、1973年度には80％台に達した。高度成長期に入るとともに、財政投融資の原資面での本体
は、資金運用部資金となっていったのである。
　資金運用部資金を分解し、郵便貯金資金のみの構成比で見れば、1961年度の21.3％から拡大
傾向に転じ、1964年度に財政投融資原資の 4分の 1を上回るようになり、1975年度には44%を
占めた。厚生年金資金については、1950年代を通じた適用事業所および被保険者数の飛躍的な
増加によって、余剰金の積立が増加するとともに、掛け金が強制的に徴収されるという特性に
より増大し続けた（12）。1961年度以降には年金資金に国民年金が加わり、1965年度には厚生年金
の保険料率が3.5％から5.8％に引き上げられたことから、資金運用部資金の確実な原資として
さらなる増加が期待され、原資総額における年金資金の構成比は1965年度20.8％から1970年度
27.0％と上昇した。
　これに対し、簡易生命保険資金の構成比は、1961年度17.2％から1965年度6.2％と減少傾向で
あったが、その後1969年度からは10％台で安定的に推移している。一方、米国対日援助見返資
金特別会計の承継資産をもって設立された産業投資特別会計については、次第にネグリジブル
になっていき、政府保証債・政府保証借入金についても、1965年度の25％から翌1966年度は一
時的に約30％に増大するものの、以降は傾向的に低下し、1975年度には4.0％となった。その
資金の性格と源泉からすると、高度成長期は産業投資特別会計の動向から見て、財政投融資に
おける戦後復興期の最終処理段階といえ、政府保証債等から見れば、間接金融優位による証券
市場化の遅滞が反映していたといえよう。
　この間財政投融資を大きく支えたのが、資金運用部資金の郵便貯金資金であった。さらに、
GHQの指令により預金部資金とともに運用が凍結されている間、凍結の適用除外であった契
約者団体貸付を便法に、戦災復興のための地方資金を供給していた簡易生命保険資金が、預金
部の資金運用部への再編および簡易生命保険資金の運用再開認可を受け、これを補完していた
のである（13）。1960年代後半からは、郵便貯金資金を大宗とすることに変わりないが、年金資金
の増加に加え、拠出型の国民年金の資金運用部への預託と入れ替わるように、簡易生命保険が
財政投融資と応分の「協力」関係を維持するという方針に転換していったことがわかる（14）。こ

12　新藤宗幸『財政投融資』東京大学出版会、2006年、36頁。
13　 これまで簡易生命保険資金から地方債引受を通じ資金供給を受けてきた地方政府が、戦災復旧資金
の欠乏に苦しみ、GHQによって差し止められていた簡易生命保険資金の運用再開を訴えたことを後
ろ盾に、郵政省は1953年に同資金の運用権を回復し運用再開に漕ぎつけたが、その大半は財政投融
資計画への協力に充てられることになった。なお再開までの期間、逓信省は、運用停止の例外とさ
れた契約者貸付を拡大解釈し、契約者団体貸付という便法で、地方への戦災復旧資金を供給しつづ
けていた。この経緯と使途が、政策理念とともに、再開後の簡易生命保険資金の財政投融資計画に
おける運用の性格を規定していくことになる（前掲、『簡易生命保険郵便年金事業史―創業五十周年
記念』、897頁）。

14　 この時点をもって、簡易生命保険の設立目的である、拠出型労働者保険を中軸とする本格的な「社
会政策」実現ないし日本型国民福祉確立の「前哨」という役割が達成されたといえる。この後、郵
政省簡易保険局はベビーブーマー＝団塊世代の成長に合わせ、日本型福祉システムを「補完」する
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のような簡易生命保険資金の独自の動きは、資金運用部への全額預託が一貫して揺るがなかっ
た郵便貯金と、創業以来逓信省―郵政省が自主運用権を一貫して防衛しようとしてきた簡易生
命保険との運用のあり方の違いによるものであった。
　資金運用部資金の増大は、1955年度から1958年度までは回収金等が、1960年代に入ると厚生
年金・国民年金が、1965年度以降には郵便貯金の伸びが牽引した。1950年代には、毎年度の投
融資計画設定に際し、郵便貯金の増加が危ぶまれたことが原資不安の原因になっていたが、
1960年代になると、郵便貯金の増加実績が目標額を上回り、安定的で高い「達成率」を実現す
るようになった。これにより、あらかじめ預託額の増加を見込んだ原資計画が立てられるよう
になったのである（15）。
　郵便貯金資金の増大、すなわち資金運用部への預託額の飛躍的な伸び自体は、高度成長のパ
ターン変化によって説明できる。外貨準備が低位であった高度成長の前半期には、輸出先導型
の景気上昇が見られ、これを通じて外貨準備の枠が確保されると、日本銀行によるイージーマ
ネー・ポリシーによって投資が伸びる（ストップ・アンド・ゴー政策）という、輸出先導・投
資主導型の成長パターンが定着した。このような成長パターンが可能になったのには、戦後に
おける人口ボーナス＝ベビーブーマー＝団塊世代の登場が重要であろう。高度成長期の前半に

ことを目的に、新型商品の開発を推進していくことになる。国民皆保険・皆年金の実現とその後の
展開過程については、厚生省当事者による証言がなされている（前掲、菅沼隆・土田武史・岩永理恵・
田中聡一郎編『戦後社会保障の証言』）。国民皆年金については、吉原健二、畑満『日本公的年金制
度史　戦後70年・皆年金半世紀』（中央法規出版、2016年）、国民皆保険については、新村拓『国民
皆保険の時代―1960、70年代の生活と医療』（法政大学出版局、2011年）が詳しく、国民皆保険・皆
年金実現後の社会保障の変遷を財政との関係で論じたものとしては、永廣顕「土建国家形成期の社
会保障」（井手英策編『日本財政の現代史Ⅰ―土建国家の時代1960年～85年』有斐閣、2014年、第 7
章）がある。

15　 定額貯金中心の郵便貯金増加が、受動的資金を原資としつつも長期計画の策定を可能にするという
制度的仕組みは、戦時統制経済期に確立していた。なお、郵便貯金目標額は年度当初の財政投融資
計画の「郵便貯金見込額」として計上され、それを上回る増加分は年度中の「自然増収」分となった。
このような「自然増収」は、増加目標額を過小に見積もることでさらに増幅されたとされる（竹原
憲雄『戦後日本の財政投融資』文眞堂、1988年、174頁）。

図 1　原資別財政投融資（実績）の推移
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（出所）日本銀行調査統計局編『財政金融統計月報』財政投融資特集号、各号より作成。
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おいては、敗戦後の兵役解除、外地からの引き揚げにより労働力供給に余剰が生まれる一方、
ベビーブームによる人口増加によって消費需要が旺盛であった。冷戦構造の下、アメリカから
の技術移転が容易となることで生産性の上昇が見込まれ、エネルギーについても国内石炭産業
の増産に加え、アメリカの世界戦略によって相対的に安価で安定した石油供給が確保された。
これらを条件に、日本経済は投資主導の成長軌道に入っていった。
　旺盛な投資需要を制約するものは、原材料輸入に上限を画する固定相場制下の外貨準備で
あったが、高度成長期の後半になると輸出の拡大によって外貨準備の天井が外れ、所得上昇に
よる家計消費支出の伸びが加わることで、総需要が成長の持続を牽引することになった。この
間には物価上昇と賃金上昇が伴い、インフレ圧力が高まったものの、労働力の豊富さと生産性
の上昇により、物価上昇は比較的マイルドにとどまり、前半の投資主導型成長に所得上昇が遅
行したことも影響し、家計貯蓄が増大した。預貯金市場全体が拡大するなか、郵便貯金が増加
していくことになったのである。高度成長期後半には、ベビーブーマー＝団塊世代が成長し、
「低廉で質の高い労働力」として労働市場に参入し始める。人口増の下、新民法により家族規
模が縮小（単婚家族ないし核家族）すると、家計単位の増加と所得上昇が相まって消費を拡大
させるとともに、家庭の耐久消費財需要が増大し、「3C」など消費水準の上昇が見られるよう
になった。ただし、これに比べ住環境の向上は遅れていた。民間住宅金融は進んでおらず、公
的金融がこれを支える他なかったため、都市およびその郊外における住宅供給の量的拡大が目
指されたものの、住環境の向上と住宅の質の向上は、これにはるかに遅れた。住宅や住環境を
改善させるためにも、自助による貯蓄が必要であった。
　産業構造の変化もこのことに大きく寄与した。この間人口は、第 1次産業から第 2次産業へ
と移動し、空間的には地方から都市への若年労働力の移動が続き、さらには重化学工業化の再
開と発展は大企業体制を生み、より高度な知識を備えた労働力需要と、管理労働の必要を生ん
でいった。地方における潜在的過剰人口を都市が吸収することは、GHQ改革による資産の低
位平準化とも相まって、地域間所得格差を縮小させた。戦後改革期に困難とされた給与体系に
おける能力の査定は、学歴で代替されていくことになり、新たな職種への社会的移動（上昇）
は、各家庭にこどもたちの進学動機を与え、それによって果たされた進学率の上昇が、さらな
る成長を労働力の高度化の面から支えることになった（16）。これにより、家計の「教育投資」へ
のニーズが高まった。このような成長プロセスを通じ、都市新中間層が形成されるようになっ
たが、その裏面では、住宅に加え、社会インフラの整備、道路、学校など、成長を支え、その
成果を国民生活に還元するさまざまな設備施設の整備の遅れが意識されるようになっていっ

16　 地域間所得格差の是正が、工業拠点の再配置もさることながら、都市への若年労働力の移動に加え、
地方交付税、そして公共事業による雇用および所得機会の確保などによっておこなわれたとの指摘
が、全国総合開発計画の立案および推進の当事者によってなされている（下河辺淳『戦後国土計画
への証言』日本経済評論社、1994年）。また、河西宏祐は、戦後賃金体系の代表例である、電産協に
よって獲得された電産型賃金制度にあって、能力の査定が懸案となり続け、結局「能力給は〈査定〉
の入らない〈学歴・職務給〉となっていった」とし、年功と言っても、査定のないところに「功」
はなかったと断じている（河西宏祐「能力給（電産型賃金）の査定基準」、『人間科学研究』第18巻
第 1号、早稲田大学人間科学学術院、2005年、 1 -17頁）。したがって学歴がそのまま「高度」な能
力の証左であるというのは、必ずしも厳密でないかもしれない。しかし就職段階で基礎知識を標準
化するという意味合いは、大企業体制の「内部労働市場」化にあって、雇用者側からすれば人事政
策の効率化あるいは能力の外形標準による規格化となったとはいえよう。鈴木誠も、敗戦直後の一
企業の事例から、職・工身分差撤廃闘争の中で問われた能力評価問題が、その困難から「学歴相当」
として制度化されていく過程を明らかにしている（鈴木誠「戦後型学歴身分制の形成―三菱電機の
1948年身分制度改訂」（『大原社会問題研究所雑誌』第710号、法政大学大原社会問題研究所、2017年、
63-81頁）。以上の論点を含め、独自のアプローチによって日本的雇用の成立過程と展開を扱った最
近の研究として、梅崎修・南雲智映・島西智輝『日本的雇用システムをつくる　1945-1995―オーラ
ルヒストリーによる接近』（東京大学出版会、2023年）がある。
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た（17）。
　当面家計は、自助による対応を図る必要があり、家計貯蓄の増大はその反映でもあった。こ
れとともに、公助の面からは、従来からの共助である厚生年金他の共済に加え、拠出型の国民
年金、国民健康保険による国民皆保険・皆年金が目指された。これに対し、自助や共助では可
能でない社会基盤整備、道路、都市、住宅、学校、電力、電話などの整備充実といった公共ニー
ズについては、戦後改革によって再編された財政投融資の「計画化」によって果たすことが求
められるようになった。その資金源泉の大宗をなしたのが、自助に基づく郵便貯金資金と共助
を基礎にした簡易生命保険資金という有償資金であった。こうして高度成長期に郵便貯金と簡
易生命保険は、財政と金融を結び、公的金融仲介を通じて自助と共助を公助と繋ぐ資金の流れ
として定着していくことになったのである。
　このような高度成長期の原資面、運用面での変化が、財政投融資計画あるいは資金運用部に
質的変化を生じさせるにあたっては、1962年 7 月18日の内閣改造によって田中角栄が大蔵大臣
に就任したことが少なからず影響した。田中は一般財源の不足が懸念されるなか、財政投融資
計画に積極的要素を盛り込み、景気の浮揚策とするという考え方を示した（18）。このことは、使
途そのものの公益性に変更はないものの、国債不発行主義を建前に、「表門」は財政均衡主義
を標榜しつつ、財政投融資の政策目的に、公益の名の下、「裏門」からケインズ的景気政策な
いし雇用政策を呼び込んだと評することができるかもしれない。これに加え、「公共の利益」
の眼目は、復興と成長、日本型福祉の充実から、開発へと重点を移し始めた。同年12月に閣議
決定された「昭和38年度予算編成方針」では、「健全財政の方針を堅持するとともに、財政投
融資においては、政府資金、民間資金を通じ、その活用について積極的に配意」し、「社会資
本の充実、産業基盤の強化に努める等、ひきつづき重要施策を着実に推進することに重点をお
き、経費および資金を効率的に配分、運用する」ことをもって基本とする方針が打ち出され
た（19）。「健全財政主義」に則って、一般会計の対前年度増減率は1962年度23.9％から1963年度
19.1％、1964年度8.8％に急低下していく。一方、財政投融資規模の対前年度増減率は1963年度
26.9％、1964年度にいったん18.5％と鈍化したものの1965年度になると25.2％に戻し大幅に増

17　 日本の国土計画（＝全総）は、経済計画（＝国民所得倍増計画）と結合することによってはじめて
実現可能となったが、「所得倍増計画」の中心にいた下村治が意識的に成長予測を低めに示していた
ため、現実の成長に国土計画が追いつかなくなったとの下河辺の証言がなされている（前掲、下河
辺淳『戦後国土計画への証言』、100頁）。池田勇人の後を襲い、首相となった佐藤栄作政権は、経済
開発に加え、社会開発を政権の眼目に掲げる。高度成長期の財政投融資（使途別分類項目）には、
国土計画とこのような各政権の経済計画との関係が反映されている。この点については、より丁寧
な検討が必要であり、今後の課題としたい。戦後の経済計画の流れについては、総合研究開発機構編・
星野進保『政治としての経済計画』（日本経済評論社、2003年）を参照。

18　 昭和38（1963）年度予算計画の編成過程では、一般財源難が問題の焦点とされ、建設国債の発行等
の声が上がる一方、財政投融資原資面においても、既に述べた満期大量集中による簡保資金500億円
相当の減少が予想される等、前年度を上回る予算の増加が不可能な状態にあった。これに対し、田
中大蔵大臣は、「明年度一般会計の財源はかなり窮屈になるので、財政投融資の原資対策を強化し、
行政投資を拡大する」ことで積極財政を展開する一方、外資導入などのために「あくまでも前面に
は均衡、健全財政をゆるめないということを押し出すことが必要であって、国内的には、適時、適
切にゆるめるべきところには手を打っていけばよい」との姿勢を示した。外資導入とは、国際復興
開発銀行からの融資、いわゆる「世銀借款」を指す。1953年に第 1号として電力 3社が資金を受け
入れ、その後鉄鋼、自動車、造船の民間への借款が続いたが、1956年の国際復興開発銀行のワトキ
ンス調査団報告を受け、1960年に名神高速道路、1961年に東海道新幹線、1962年からは名神高速道路、
東名高速道路建設につき、 2次～ 6次の借款がおこなわれた。受け入れ先は日本道路公団等財政投
融資機関であり、このためにも一般会計は表向き均衡財政を維持する必要があり、それ以外は財投
機関が受け皿となって財源を調達し、柔軟ないし融通無碍に積極政策を展開するという田中の強気
の方針が、閣議の基本方針とされたのである。（前掲、『昭和財政史　昭和27～48年度　第 8巻』、
292-294頁）。

19　大蔵省財政史室『昭和財政史　昭和27～48年度　第 2巻』東洋経済新報社、1998年、190-191頁。
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加した。財政投融資の相対的な膨張にともない、既述したように対一般会計の比率は、1964年
度以降45％前後の規模で推移するようになり、財政投融資は「第二の予算」として確固たる位
置づけを得るようになった。
　当時戦後最大の不況と呼ばれた証券恐慌と一部大企業の倒産によるなべ底不況下の1965年度
補正予算で特例国債（赤字国債）が発行され、戦後堅持されてきた国債不発行を原則とする「均
衡財政主義」が単年度とはいえ修正されると、財政投融資の重要性はこれまで以上に増した。
1966年度の財政投融資計画策定に際しては、1965年の不況からの速やかな回復が課題となった。
経済を安定成長軌道に導くとともに、経済・社会の各部門間における均衡ある発展を実現する
との政府の基本方針に則り、計画規模の積極拡大を図ることによって、住宅等国民生活環境の
整備拡張、社会開発の推進、低生産部門の近代化、交通など高度成長期前半に明らかになって
きた成長のボトルネックの改善に資金の重点的・効率的運用を進めることが目指された（20）。
　もっとも、大方の予想に反し、1966年度に景気はV字型で回復し、実体経済はさらなる成長
に向かうことになった。このため1967年度の財政投融資計画では、国際収支の均衡と物価の安
定を主眼におき、その規模については極力抑制する方針が採用された。その後同計画は、1960
年代後半を通じて比較的抑制基調で推移していたが、1971年度には、前年夏からの景気対策や
ドルショック対策として大幅な拡大に転じた。1972年には第 1次田中角栄内閣が成立、田中の
言葉ではなかったとされるが、「福祉元年」を打ち出す一方、「日本列島改造論」がブームとなっ
て地価急騰と物価高騰を生み、1973年の第 2次オイルショックによって「狂乱物価」を生んだ。
同年には、政敵であった福田武夫を大蔵大臣に迎え、第 2次田中内閣は総需要抑制政策に転じ
た。財政投融資の原資合計額の対前年度増減率は1970年代後半になると、変動を含みつつも減
少トレンドとなり、1978年度には－2.7％と一時的にマイナスとなった。これには資金運用部
資金の長期国債運用分が先取りされたことも影響した。この時、資金運用部に国債消化の大き
な負荷がないことを条件に拡大してきた戦後財政投融資は、曲がり角に差し掛かっていた可能
性がある。ところが、原資面における1970年代末からの回収金の急増と1980年における定額貯
金の大量預入、その後1980年代後半のバブル経済への突入によって、この可能性はいったん視
界から消え去ることとなった。

❹ 使途別分類表に見る簡易生命保険資金の特徴

　表 1は、データが明らかになる1961年度以降の13項目に分類される財政投融資運用合計の
使途別分類表を示したものである。使途別分類表は、小計①「主として国民生活の安定向上に
直接役立つ分野」、小計②「主として国民生活の安定向上の基礎になる分野」に区分される。
この他、国民生活の安定向上と関係しない「基幹産業」、「輸出振興」、「その他」の項目があり、
ここでは、便宜上小計③と分類（以下の表でも同じ）してある。
　財政投融資合計は、1961年度約7,292億円から1972年度に 5兆円、1976年度には10兆円を上
回る規模に拡大した。この間における、「住宅」、「生活環境整備」、「厚生福祉」、「文教」、「中
小企業」、「農林漁業」、「国土保全・災害復旧」、「道路」、「運輸通信」、「地域開発」、「基幹産業」、
「輸出振興」の各項目が財政投融資全体に占めるシェアを見てみよう。1961年度においては、
「運輸通信」、「住宅」、「中小企業」、「生活環境整備」、「基幹産業」の順で、それぞれ10％以上
のシェアを占めている。次いで、「輸出振興」、「農林漁業」、「地域開発」、「道路」、「国土保全・

20　宇沢弘文・武田晴人『日本の政策金融Ⅰ』東京大学出版会、2009年、310頁。
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表 1　使途別財政投融資の推移：財政投融資合計

（注1） 上段の数値は実額（億円）、下段（　）内の数値は構成比（％）。
（注 2） 小計①「主として国民生活の安定向上に直接役立つ分野」は、使途別財政投融資における住宅、住宅環境整備、厚生福祉、文教、

中小企業、農林漁業の 6項目の合計。
（注 3） 小計②「主として国民生活の安定向上の基礎になる分野」は、使途別財政投融資における国土保全・災害復興、国土保全・災害

復旧、運輸通信、地域開発の 4項目の合計。
（出所） 大蔵省財政史室編『昭和財政史 昭和27～48年度 第 8巻 財政投融資』（東洋経済新報社、2000年）、および財務省財務総合政策

研究所財政史室編『昭和財政史 昭和49～63年度 第 5巻 国債・財政投融資』（東洋経済新報社、2004年）より作成。

年度 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975

住宅 959 1,220 1,521 1,806 2,259 3,241 3,816 4,407 5,321 6,896 8,654 11,517 12,509 15,566 19,966 

（13.2）（14.2）（13.7）（13.5）（13.9）（16.0）（16.0）（16.3）（17.3）（19.3）（20.2）（20.4）（18.1）（19.6）（21.4）

生活環境整備 826 984 1,229 1,580 2,010 2,333 2,653 3,098 3,463 4,168 5,199 7,908 11,338 12,991 15,573 

（11.3）（11.4）（11.1）（11.8）（12.4）（11.5）（11.1）（11.5）（11.3）（11.6）（12.1）（14.0）（16.4）（16.4）（16.7）

厚生福祉 236 288 352 443 585 659 764 856 958 1,017 1,183 1,492 2,022 2,453 3,133 

（3.2） （3.4） （3.2） （3.3） （3.6） （3.3） （3.2） （3.2） （3.1） （2.8） （2.8） （2.6） （2.9） （3.1） （3.4）

文教 194 210 305 403 493 708 715 631 733 790 964 1,079 1,413 2,010 2,752 

（2.7） （2.4） （2.7） （3.0） （3.0） （3.5） （3.0） （2.3） （2.4） （2.2） （2.3） （1.9） （2.0） （2.5） （3.0）

中小企業 878 1,141 1,314 1,642 2,045 2,504 3,293 3,876 4,593 5,523 6,584 8,137 10,250 12,275 14,505 

（12.0）（13.3）（11.8）（12.3）（12.6）（12.4）（13.8）（14.4）（14.9）（15.4）（15.4）（14.4）（14.8）（15.5）（15.6）

農林漁業 559 565 724 938 1,169 1,381 1,410 1,553 1,705 1,785 2,164 2,700 3,167 3,241 3,795 

（7.7） （6.6） （6.5） （7.0） （7.2） （6.8） （5.9） （5.8） （5.5） （5.0） （5.1） （4.8） （4.6） （4.1） （4.1）

小計① 3,694 4,453 5,488 6,856 8,607 10,873 12,698 14,469 16,822 20,230 24,801 32,886 40,753 48,593 59,784

（50.1）（51.3）（49.1）（50.8）（52.8）（53.4）（53.0）（53.4）（54.5）（56.4）（57.8）（58.3）（58.8）（61.3）（64.2）

国土保全・災害復旧 295 414 356 435 506 717 623 586 534 560 617 1,048 1,570 827 1,100 

（4.0） （4.8） （3.2） （3.2） （3.1） （3.5） （2.6） （2.2） （1.7） （1.6） （1.4） （1.9） （2.3） （1.0） （1.2）

道路 414 490 969 1,117 1,284 1,686 2,358 2,607 2,689 3,078 3,508 5,330 6,536 6,860 7,444 

（5.7） （5.7） （8.7） （8.3） （7.9） （8.3） （9.9） （9.7） （8.7） （8.6） （8.2） （9.5） （9.4） （8.7） （8.0）

運輸通信 985 1,033 1,468 1,852 2,250 2,697 3,172 3,570 3,914 4,723 5,651 6,865 9,078 10,776 11,849 

（13.5）（12.0）（13.2）（13.8）（13.9）（13.3）（13.3）（13.2）（12.7）（13.2）（13.2）（12.2）（13.1）（13.6）（12.7）

地域開発 539 627 928 1,152 1,124 1,215 1,123 1,197 1,316 1,431 1,791 2,193 2,715 2,885 3,059 

（7.4） （7.3） （8.4） （8.6） （6.9） （6.0） （4.7） （4.4） （4.3） （4.0） （4.2） （3.9） （3.9） （3.6） （3.3）

小計② 2,256 2,587 3,746 4,581 5,189 6,340 7,302 7,985 8,476 9,815 11,590 15,460 19,924 21,371 23,474

（30.6）（29.8）（33.5）（34.0）（31.9）（31.1）（30.5）（29.5）（27.5）（27.4）（27.0）（27.4）（28.7）（26.9）（25.2）

基幹産業 792 814 1,121 1,097 1,262 1,537 1,587 1,779 1,813 2,028 2,299 2,641 2,460 2,415 2,764 

（10.9）（9.5）（10.1）（8.2） （7.8） （7.6） （6.6） （6.6） （5.9） （5.7） （5.4） （4.7） （3.6） （3.0） （3.0）

輸出振興 570 810 810 937 1,219 1,595 2,370 2,830 3,731 3,800 4,190 5,440 6,190 6,935 7,160 

（7.8） （9.4） （7.3） （7.0） （7.5） （7.9） （9.9）（10.5）（12.1）（10.6）（9.8） （9.7） （8.9） （8.8） （7.7）

その他 45 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

（0.6） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0）

小計③ 1,407 1,624 1,931 2,034 2,481 3,132 3,957 4,609 5,544 5,828 6,489 8,081 8,650 9,350 9,924 

（19.3）（18.9）（17.4）（15.2）（15.3）（15.4）（16.6）（17.1）（18.0）（16.3）（15.2）（14.3）（12.5）（11.8）（10.7）

合計 7,292 8,596 11,097 13,402 16,206 20,273 23,884 26,990 30,770 35,799 42,804 56,350 69,248 79,234 93,100 

（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）
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災害復旧」、「厚生福祉」、「文教」が続き、最小シェアは同年度のみ計上された「その他」の0.6％
であった。1975年度には、「住宅」が突出的に20％を占めるようになり、次いで、「生活環境整
備」、「中小企業」、「運輸通信」、さらに、「道路」、「輸出振興」、「農林漁業」、「厚生福祉」、「地
域開発」、「文教」、「基幹産業」が続き、最小シェアは、「国土保全・災害復興」の1.2％であった。
つまり、高度成長期を越えた1970年代中頃には、財政投融資が「住宅」、「生活環境整備」、「中
小企業」、「道路」へと比重を高めていたのである。また、大企業向けである「基幹産業」が
1960年代はじめ、次いで「輸出振興」が1968年度から1970年度にかけて一時的に10％を上回っ
たものの、前者は年々低下し、1974年度には 3 ％となり、後者においても1969年度の12.1％を
ピークに低下に転じている。このことは、民間金融の拡大にともなって、戦後復興過程で求め
られていた「基幹産業」への公的資金の集中の必要が薄れ、重化学工業化の進展に求められる
原材料の確保と製品輸出市場の開拓についても、高度成長期末期には民間金融機関に代位して
いったことを示している。
　財政投融資合計において、「住宅」から「農林漁業」までの小計①「主として国民生活の安
定向上に直接役立つ分野」の 6項目合計が全体に占める割合は、1961年度50.1％から1963年度
49.1％とやや低下したのち増大に転じ、1975年度64.2％となった。一方、「国土保全・災害復旧」
から「地域開発」までの小計②「主として国民生活の安定向上の基礎になる分野」の 4項目合
計が全体に占める割合は、1961年度には30.6％であったが、1975年度には25.2％となった。林
建久は、小計②に盛り込まれた成長の基盤となるインフラ形成のための公共事業に配慮しつつ、
同時に小計①に見られる社会保障関連費を拡充することによって、高度成長期末期に現れてき
た急速な成長がもたらす社会的な軋轢を回避し、政治的な安定性と経済成長とを両立させる条
件が整備されたものとしている（21）。以下、小計①および小計②に絞ってこの時期の傾向を取り
出そう。
　小計①「主として国民生活の安定向上に直接役立つ分野」の構成比をみると、「生活環境整備」
で1970年度から、「住宅」では1968年度から増加している。これは、成長に遅れをとった劣悪
な住環境の整備、あるいは上下水道等、成長過程で整備の遅れが目立った分野への対応が求め
られたことによる。「住宅」については、1966年「住宅建設計画法」が成立し、同年に「第 1
期住宅建設五箇年計画」、1971年には「第 2期住宅建設五箇年計画」が策定され、公営・公庫・
公団住宅の建設が推進されている。この間、「厚生福祉」と「文教」は 2 ～ 3 ％台と低水準で
はあるが安定的であった。後述するように「厚生福祉」については資金運用部資金中の年金資
金等、「文教」については簡易生命保険資金の寄与による。小計①「主として国民生活の安定
向上に直接役立つ分野」が全体に占める割合は、1970年代後半から約70％で推移する。
　小計②「主として国民生活の安定向上の基礎になる分野」の構成比を見てみると、「運輸通信」
はこの期を通じ、12％～13％台で安定的に推移している。対象となったのは、郵政事業特別会
計、日本放送協会、財政投融資機関としては、日本国有鉄道、日本鉄道建設公団、日本電信電
話公社などがあることから、この期に安定的であったことの理由は明らかである（22）。「国土保

21　 林建久「1960年代財政金融の展望」、武田隆夫・林健久編『現代日本の財政金融Ⅲ』東京大学出版会、
1986年、368頁。

22　 日本国有鉄道は、1943年に逓信省と鉄道省が統合された運輸通信省の現業部門であり、1945年逓信
院が分離され、運輸省となるにあたり、現業部門が公企業体の日本国有鉄道として発足している。
一方の逓信院は翌年逓信省として復活したが、翌年には逓信省が廃止され、郵政省と電気通信省に
分離（郵電分離）、さらに1955年に日本電気電話公社に移行した。郵便貯金を管掌する郵政省にとっ
て、これら戦後の官公庁再編成のなかで自立化し、財政投融資機関となっていった現業部門の活動
とは親縁性があったかもしれない。電信電話監督行政および電波監督行政は、郵政省が管掌した。
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全・災害復旧」は1961年度4.0％から1974年度1.0％と低下した。これに代わるように、小計①
の「生活環境整備」、「住宅」と並行し、「道路」の構成比が割合を高めている。敗戦後の国土
計画は焦眉の課題であり、また電源開発による電化の推進は重化学工業化の再開にとって不可
欠であったが、戦後復興と経済成長の定着によって、国土関連の投融資の比重が低まり、これ
に代わって成長のネックとして顕現してきた道路網の整備と高速化へと政策の重点が変化した
ことが見て取れる。この分野への投融資の拡大は、流通コストの削減だけではなく、それ自体
が雇用を生み出すとともに、次の段階の基軸産業となり得る自動車産業の自立化にとっても不
可欠であった。
　1960年代半ば、都市部、特に首都圏への経済資源と人口集中が進み、生活様式の近代化ない
し現代化と、産業の工業化、重化学工業化が相乗し、「都市問題」が露呈した。1968年 5 月には、
田中角栄自民党都市政策調査会長によって「都市政策大綱」が発表され、その改善が図られた。
小計①にもその反映が見られたが、小計②においては「道路」で顕著である。「道路」の構成
比は、東京オリンピックや大阪万国博を機に大都市圏内と圏間の交通網が整備されたことから、
1962年度5.7％から1963年度8.7％、1964年度8.3％と増大した。1965年の不況によって一時的に
シェアが低下したものの、1960年代後半から再度大幅な拡大に転じている。自動車産業の勃興
と道路網の全国展開ならびに整備・高度化が相まってモータリゼイションが進み、1967年度に
約10％のピークをなした後も、1971年度8.2％、1972年度9.5％、1973年度9.4％と高水準を保っ
た（23）。
　以上、財政投融資計画全体の概略を表 1の使途別分類表によって確認したが、これを原資
別分類と対照させ、原資別と使途別とをリンクすることで、郵便貯金資金を大宗とする資金運
用部資金と簡易生命保険資金との違いを取り出し、さらに高度成長期前半と後半との変化を見
出すことによって、簡易生命保険資金の財政投融資計画における特徴と意義を析出しよう。表
2は財政投融資計画で採用された資金使途別分類に対応し、資金運用部資金がどのような使
途に投融資されていたかを示している。表 1の1961年度の財政投融資合計で高い比重を傾け
られていたのは、「住宅」、「生活環境整備」、「中小企業」、「運輸通信」、「基幹産業」であったが、
表 2を見れば、資金運用部資金でも同様の傾向がみられる。資金運用部資金が財政投融資の
本体をなしていたことから、このこと自体は当然のことである。ただし試みに、表３で財政投
融資計画全体と資金運用部資金および簡易生命保険の資金（以下、郵便年金資金を含む）各使
途別分類に占める優先順位で比較してみると、1961年度において、財政投融資計画合計で 1位
の「運輸通信」は資金運用部資金では 7位、財政投融資計画合計で 4位であった「生活環境整
備」は資金運用部資金では 6位となっている。これに対し、簡易生命保険資金では、「運輸通信」
が 1位、「生活環境整備」が 3位となっており、同資金が資金運用部資金を補完するかたちで、
財政投融資全体の当該年度における「運輸通信」および「生活環境整備」の順位を規定してい
たことがわかる。
　このことを次に表 4の本稿の課題とする簡易生命保険資金の側から見てみよう。1961年度
における同資金の構成比は、「運輸通信」（16.8％）、「中小企業」（15.4％）、「生活環境整備」

23　 道路整備に関する長期計画は、1954年 5 月に「第一次道路整備 5カ年計画」が閣議決定された後、
経済計画の一環として位置づけられるようになり、第二次（1958～1962年度）、第三次（1961～1963
年度）、第四次（1964～1966年度）、第五次（1967～1971年度）、第六次（1970～1974年度）、第七次（1973
～1977年度）が相次いで実施された。「 5カ年計画」は、各計画における道路需要の見込みが実績を
大幅に上回ったことからおよそ 3年毎に改定された（今井勝人『現代日本の政府間財政関係』東京
大学出版会、1993年、78頁）。日本の道路政策の流れについては、日本道路協会『道路政策の変遷』
（丸善出版、2018年改訂版）に詳しい。
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表 2　使途別財政投融資の推移：資金運用部資金

（注１）上段の数値は実額（億円）、下段（　）内の数値は構成比（％）。
（注２） 小計①「主として国民生活の安定向上に直接役立つ分野」は、使途別財政投融資における住宅、住宅環境整備、厚生福祉、文教、

中小企業、農林漁業の６項目の合計。
（注３） 小計②「主として国民生活の安定向上の基礎になる分野」は、使途別財政投融資における国土保全・災害復興、国土保全・災害復

旧、運輸通信、地域開発の４項目の合計。
（出所）表 1に同じ。

年度 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975

住宅 444 629 876 1,130 1,546 1,690 1,813 2,746 3,141 4,320 5,654 7,928 11,061 13,372 17,780 

（10.3）（12.4）（13.7）（14.0）（14.5）（13.7）（12.9）（15.3）（15.0）（17.0）（18.0）（18.8）（19.7）（20.7）（22.8）

生活環境整備 392 473 640 902 1,226 1,357 1,537 1,938 2,386 3,134 4,044 6,127 9,468 11,299 14,066 

（9.1） （9.3）（10.0）（11.2）（11.5）（11.0）（10.9）（10.8）（11.4）（12.3）（12.9）（14.5）（16.8）（17.5）（18.1）

厚生福祉 231 283 347 443 585 659 762 856 958 1,017 1,183 1,492 2,012 2,415 3,125 

（5.4） （5.6） （5.4） （5.5） （5.5） （5.3） （5.4） （4.8） （4.6） （4.0） （3.8） （3.5） （3.6） （3.7） （4.0）

文教 114 108 165 251 348 488 471 405 472 497 573 526 325 471 781 

（2.7） （2.1） （2.6） （3.1） （3.3） （3.9） （3.3） （2.3） （2.3） （2.0） （1.8） （1.2） （0.6） （0.7） （1.0）

中小企業 648 856 1,113 1,402 1,635 1,917 2,585 3,183 3,860 4,694 5,607 7,100 9,282 11,026 13,225 

（15.1）（16.8）（17.4）（17.4）（15.4）（15.5）（18.3）（17.8）（18.4）（18.5）（17.9）（16.8）（16.5）（17.1）（17.0）

農林漁業 417 413 482 622 1,001 1,351 1,374 1,498 1,635 1,683 2,014 2,488 2,904 2,961 3,586 

（9.7） （8.1） （7.5） （7.7） （9.4）（10.9）（9.7） （8.4） （7.8） （6.6） （6.4） （5.9） （5.2） （4.6） （4.6）

小計① 2,246 2,762 3,623 4,750 6,341 7,462 8,542 10,626 12,452 15,345 19,075 25,661 35,052 41,604 52,626 

（52.3）（54.3）（56.5）（59.0）（59.6）（60.4）（60.6）（59.3）（59.5）（60.3）（60.9）（60.8）（62.3）（64.4）（67.5）

国土保全・災害復旧 189 266 233 317 467 620 523 486 441 436 430 824 1,440 779 936 

（4.4） （5.2） （3.6） （3.9） （4.4） （5.0） （3.7） （2.7） （2.1） （1.7） （1.4） （2.0） （2.6） （1.2） （1.2）

道路 184 140 258 274 248 220 359 815 869 1,155 1,394 2,425 3,171 3,139 3,520 

（4.3） （2.8） （4.0） （3.4） （2.3） （1.8） （2.5） （4.5） （4.2） （4.5） （4.4） （5.7） （5.6） （4.9） （4.5）

運輸通信 358 367 486 607 909 799 616 1,348 1,739 2,907 3,869 4,693 7,091 8,733 9,913 

（8.3） （7.2） （7.6） （7.5） （8.5） （6.5） （4.4） （7.5） （8.3）（11.4）（12.3）（11.1）（12.6）（13.5）（12.7）

地域開発 202 271 399 502 650 699 634 779 823 850 1,069 1,398 1,850 1,865 1,958 

（4.7） （5.3） （6.2） （6.2） （6.1） （5.7） （4.5） （4.3） （3.9） （3.3） （3.4） （3.3） （3.3） （2.9） （2.5）

小計② 933 1,044 1,376 1,700 2,274 2,338 2,132 3,428 3,872 5,348 6,762 9,340 13,552 14,536 16,345 

（21.7）（20.5）（21.5）（21.1）（21.4）（18.9）（15.1）（19.1）（18.5）（21.0）（21.6）（22.1）（24.1）（22.5）（21.0）

基幹産業 623 666 804 892 1,095 1,336 1,480 1,514 1,519 1,707 1,957 2,382 2,075 2,148 2,476 

（14.5）（13.1）（12.5）（11.1）（10.3）（10.8）（10.5）（8.4） （7.3） （6.7） （6.2） （5.6） （3.7） （3.3） （3.2）

輸出振興 450 610 610 712 929 1,225 1,940 2,350 3,096 3,040 3,540 4,810 5,560 6,335 6,540 

（10.5）（12.0）（9.5） （8.8） （8.7） （9.9）（13.8）（13.1）（14.8）（11.9）（11.3）（11.4）（9.9） （9.8） （8.4）

その他 45 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

（1.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0）

小計③ 1,118 1,276 1,414 1,604 2,024 2,561 3,420 3,864 4,615 4,747 5,497 7,192 7,635 8,483 9,016 

（26.0）（25.1）（22.0）（19.9）（19.0）（20.7）（24.3）（21.6）（22.0）（18.7）（17.5）（17.0）（13.6）（13.1）（11.6）

合計 4,297 5,082 6,413 8,054 10,639 12,361 14,094 17,918 20,939 25,440 31,334 42,193 56,239 64,543 77,906 

（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）
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（15.1％）、「基幹産業」（11.8％）、「住宅」（10.3％）の 5項目が10％以上の構成比を占めている。
次いで、「地域開発」（9.5％）、「国土保全・災害復旧」（7.8％）、「文教」（5.9％）、「農林漁業」（4.2％）、
「道路」（2.9％）となっており、「厚生福祉」（0.4％）、「輸出振興」（0.0％）の 2項目について
は 0％台である。1961年度時点においては、大勢において財政投融資の全体、資金運用部資金
と簡易生命保険資金の使途別運用のシェアに、大きな差異が見出せない。強いていえば、先に
指摘したごとく、「生活環境整備」および「運輸通信」に比較的ウェートが多くおかれていた
ことであろう。
　より立ち入ってみると、財政投融資全体では 4％、資金運用部でも4.4％と低位であった「国
土保全・災害復旧」が、簡易生命保険では7.8％、同様に財政投融資全体で2.7％、資金運用部
でも2.7％であった「文教」が5.9％となっていることが注目される。郵便貯金資金を大宗とす
る資金運用部の資金量が大きいため、財政投融資全体の構成を同資金が規定しているものの、
簡易生命保険がこの分野に特に比重を傾けていたことが見出される。これは、敗戦直後契約者
団体貸付のかたちで運用が実施され、その後いったん中止された後、1959年度に再開された地
方公共団体に対する自主運用対象とも近しい。戦災復旧の遅れと社会インフラ整備の立ち遅れ
によって、災害被害が局地的に激甚であった戦争直後の国土の状況を鑑みれば、ここに簡易生
命保険積立金の運用権の回復を目指してきた郵政省側の一貫した意向と、運用再開にあたって
の基本方針を見ることができる（24）。このような違いを含みつつ、1961年度の財政投融資計画は、

24　 「文教」については、敗戦直後に問題となったのが、学童疎開の帰還による都市部の学校再開であっ
た。戦時下の老朽化と戦災により、学校施設はこれに対応することが難しくなっていた（ 2部授業・
3部授業・青空教室）。このため、簡易生命保険の契約者団体貸付制度を活用し、学校施設の復旧と
教員住宅の確保が応急処置されている。この運用再開前の応急措置の期間に融資対象となった校舎
は、保育園32件、小学校62件、中学校98件、高等学校21件と、この契約者団体貸付でも突出していた。
（前掲、『簡易生命保険郵便年金事業史―創業五十周年記念』、897頁）。なお、新制移行に当たっては、
旧制からの新制高等学校昇格意向が政府の予想を超えていたため、中学校の施設拡充が焦眉の課題
となった。次いで戦後ベビーブーマーが、遠からず就学年齢に達することから、いわゆる「 6・ 3
制予算」の手当が地方公共団体にとって早急の課題となっていた。しかし、1949年ドッジラインによっ
て同予算が全額削除となったため、義務教育施設整備の資金手当てが緊急の課題となり、地方財政
を揺さぶることとなった（市川昭午・林建久『戦後日本の教育改革 4　教育財政』東京大学出版会、
1972年、346頁）。簡易生命保険の運用再開の初年度に当たる1953年度の地方債引き受けによる融資
対象事業区別を見ると、義務教育施設整備事業が一般会計債分の34％を占め、一般補助事業を除く
最大項目を占めた。同年度には国の一般会計においても「公立学校施設費国庫負担法」が制定される。

表 3　使途別分類表における融通順位
（出所）表 1および表 2、表 4の原数値より作成。

財政投融資合計 資金運用部資金 簡易生命保険資金

1961年度 1975年度 1961年度 1975年度 1961年度 1975年度

住宅 2 1 4 1 5 2
生活環境整備 4 2 6 2 3 6
厚生福祉 11 8 8 8 11 11
文教 12 11 12 12 8 3
中小企業 3 3 1 3 2 5
農林漁業 7 7 5 6 9 7
国土保全・災害復旧 10 12 10 11 7 9
道路 9 5 11 7 10 1
運輸通信 1 4 7 4 1 4
地域開発 8 9 9 10 6 8
基幹産業 5 10 2 9 4 10
輸出振興 6 6 3 5 12 12
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表 4　使途別財政投融資の推移：簡易生命保険資金

（注１）上段の数値は実額（億円）、下段（　）内の数値は構成比（％）。
（注２） 小計①「主として国民生活の安定向上に直接役立つ分野」は、使途別財政投融資における住宅、住宅環境整備、厚生福祉、文教、

中小企業、農林漁業の６項目の合計。
（注３） 小計②「主として国民生活の安定向上の基礎になる分野」は、使途別財政投融資における国土保全・災害復興、国土保全・災害復

旧、運輸通信、地域開発の５項目の合計。
（出所）表 1に同じ。

年度 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975

住宅 140 153 153 141 133 240 425 431 720 856 1,020 1,199 1,300 1,998 1,986 

（10.3）（10.2）（9.6） （9.4）（12.1）（14.1）（20.2）（16.2）（22.5）（21.8）（20.6）（19.5）（17.6）（20.0）（18.9）

生活環境整備 205 242 272 220 169 222 230 306 215 193 250 367 551 536 319 

（15.1）（16.1）（17.0）（14.7）（15.4）（13.1）（11.0）（11.5）（6.7） （4.9） （5.1） （6.0） （7.4） （5.4） （3.0）

厚生福祉 5 5 5 0 0 20 0 0 0 0 0 0 10 23 8  

（0.4） （0.3） （0.3） （0.0） （0.0） （1.2） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.1） （0.2） （0.1）

文教 80 102 140 152 145 220 244 226 261 293 391 553 1088 1,539 1,971 

（5.9） （6.8） （8.8）（10.1）（13.2）（12.9）（11.6）（8.5） （8.2） （7.5） （7.9） （9.0）（14.7）（15.4）（18.8）

中小企業 210 265 195 110 110 225 250 300 380 425 515 539 630 1,149 1,180 

（15.4）（17.7）（12.2）（7.3）（10.0）（13.2）（11.9）（11.3）（11.9）（10.8）（10.4）（8.8） （8.5）（11.5）（11.2）

農林漁業 57 27 28 20 10 30 35 50 70 100 150 212 263 280 209 

（4.2） （1.8） （1.8） （1.3） （0.9） （1.8） （1.7） （1.9） （2.2） （2.5） （3.0） （3.4） （3.6） （2.8） （2.0）

小計① 697 794 793 643 567 937 1,184 1,313 1,646 1,867 2,326 2,870 3,842 5,525 5,673 

（51.3）（52.9）（49.6）（42.9）（51.5）（55.1）（56.4）（49.4）（51.4）（47.5）（47.0）（46.7）（51.9）（55.3）（54.0）

国土保全・災害復旧 106 148 123 118 39 97 100 100 93 124 187 224 130 48 164 

（7.8） （9.9） （7.7） （7.9） （3.5） （5.7） （4.8） （3.8） （2.9） （3.2） （3.8） （3.6） （1.8） （0.5） （1.6）

道路 40 75 175 200 270 318 490 550 679 1064 1359 1992 2340 2,960 3,149 

（2.9） （5.0）（10.9）（13.3）（24.5）（18.7）（23.3）（20.7）（21.2）（27.1）（27.5）（32.4）（31.6）（29.6）（30.0）

運輸通信 228 223 289 343 139 234 201 502 527 608 773 828 882 1,220 1,227 

（16.8）（14.9）（18.1）（22.9）（12.6）（13.8）（9.6）（18.9）（16.5）（15.5）（15.6）（13.5）（11.9）（12.2）（11.7）

地域開発 129 130 120 101 65 90 96 55 139 171 214 146 121 147 187 

（9.5） （8.7） （7.5） （6.7） （5.9） （5.3） （4.6） （2.1） （4.3） （4.4） （4.3） （2.4） （1.6） （1.5） （1.8）

小計② 502 576 707 762 513 739 887 1,207 1,438 1,967 2,533 3,190 3,473 4,375 4,727 

（36.9）（38.4）（44.2）（50.8）（46.6）（43.5）（42.2）（45.4）（44.9）（50.1）（51.2）（51.9）（46.9）（43.8）（45.0）

基幹産業 160 130 100 95 20 24 29 140 116 96 91 90 90 100 100 

（11.8）（8.7） （6.3） （6.3） （1.8） （1.4） （1.4） （5.3） （3.6） （2.4） （1.8） （1.5） （1.2） （1.0） （1.0）

輸出振興 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

（0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0）

その他 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

（0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0） （0.0）

小計③ 160 130 100 95 20 24 29 140 116 96 91 90 90 100 100 

（11.8）（8.7） （6.3） （6.3） （1.8） （1.4） （1.4） （5.3） （3.6） （2.4） （1.8） （1.5） （1.2） （1.0） （1.0）

合計 1,360 1,500 1,600 1,500 1,100 1,700 2,100 2,660 3,200 3,930 4,950 6,150 7,405 10,000 10,500 

（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）（100.0）
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「基幹産業」や「輸出振興」が高いシェアを占めるなど、依然として戦後復興期の影響を残し
つつ、高度成長期前半の重化学工業化の進展に対応していくものであった。いくつかの項目で
敗戦後の特殊事情を引き継いだ面が見られるものの、簡易生命保険についても同じ基調にあっ
たといえよう。
　それでは1961年度と1975年度の財政投融資計画の変化のなかにあって、簡易生命保険資金は
どのような特徴を持つようになったであろうか。表 1に戻って財政投融資計画全体を見れば、
1975年度に財政投融資合計での21.4％と突出的に大きくなったのは、「住宅」（21.4％）、「生活
環境整備」（16.7％）、「中小企業」（15.6％）、「運輸通信」（12.7％）の各項目であった。これに「道
路」（8.0％）、「輸出振興」（7.7％）、さらに「農林漁業」（4.1％）、「厚生福祉」（3.4％）、「地域
開発」（3.3％）、「文教」（3.0％）、「基幹産業」（3.0％）が続き、最小シェアは国土保全・災害
復興」（1.2％）であった。1961年度との比較でいえば、「住宅」、「生活環境整備」、「中小企業」、
「道路」、「運輸通信」が変わることなく高いシェアを占めている。これに対し、小計②で構成
比を高めたのは「道路」のみで、小計①の項目の構成比が高まり、そのなかでは、「文教」お
よび「農林漁業」が相対的にシェアを伸ばしていることが目につく。小計②は全体的に構成比
を減らしつつ「道路」に集中し、小計③では「基幹産業」のシェアが格段に低まった。「国土
保全・災害復旧」、「地域開発」の構成比低下を含め、戦後復興期の役割を脱したといえよう。
　これに対し、1975年度における簡易生命保険資金の構成比を見れば、「道路」（30.0％）が突
出しており、これに次いで「住宅」（18.9％）、「文教」（18.8％）が構成比を高めるのに対し、「運
輸通信」（11.7％）、「中小企業」（11.2％）は10％以上を保つものの、構成比を下げている。さ
らに「生活環境整備」（3.0％）、「基幹産業」（1.0％）がその構成比を著しく低下させており、「農
林漁業」（2.0％）、「地域開発」（1.8％）、「国土保全・災害復旧」（1.6％）も漸減している。「厚
生福祉」（0.1％）、「輸出振興」（0.0％）の 2項目についてはやはり 0％台である。
　財政投融資計画全体と同様、戦後復興から高度成長を経て、簡易生命保険資金の運用特徴も
変化した。ここで注目すべきは、「道路」、「住宅」、「生活環境整備」、「文教」である。簡易生
命保険資金の運用再開は地方債引き受けによる地方公共団体貸付から開始され、その後に公社、
公庫、公団等の財政投融資機関に融資対象を拡張していった。再開準備過程での郵政省と大蔵
省の事務レベル協議では、小口の市町村債を主とし、市町村のおこなう事業を優先することで
意見の一致を見ている（25）。郵政省側にとっては、地方公共団体の強い意向を後ろ盾に運用再開
に漕ぎつけたという事情もあるが、その発足以来の運用の基本方針が保険契約者の地域分布を
斟酌した地方還元にあった上、この方針は募集政策上極めて有力な武器となった。これが高度
成長期後半の資金運用方針にも引き継がれたのである。
　1964年度末の簡易生命保険・郵便年金積立金融資対象の運用状況で見ると、自主運用分も含
むため、財政投融資計画の区分と厳密には一致しないが、「道路」とされる融資749億円中機関
別でみると日本道路公団316億円、首都高速道路公団109億円、都道県市町村201億円、都市計
画123億円となっている。東京オリンピック開催年度であることを鑑みれば、地方債による都

さらに1955年には「公立小学校不正常授業解消促進法」、1958年「義務教育諸学校施設費国庫負担法」、
1960年には「公立の中学校の校舎の新築等に要する経費についての国の負担に関する臨時措置法」が
制定され、義務教育費の国庫負担化が進められたが、それを補完するものとして、その後も地方還元
の趣旨から、簡易生命保険資金の財政投融資を通じた同事業への融資は大きな比重を占めつづけたの
である。注目されるのは、1962年度からはこれまでになかった高等学校施設整備事業が融資対象事業
区別に現れていることで、これがベビーブーマー＝団塊世代の進学率上昇、高等学校進学を見据えた
ものであることは明らかである。（前掲、『簡易生命保険郵便年金事業史―創業五十周年記念』、907頁）。

25　かんぽ生命保険編『簡易生命保険誕生100周年史』かんぽ生命保険、2017年、168頁および257頁。
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道府県市町村への比重は大きいものであったといえよう。「住宅」については、1,494億円中、
日本住宅公団507億円、住宅金融公庫623億円、公営住宅364億円で、やはり地方への資金配分
が配慮されている。「文教」については、807億円中義務教育662億円、高等学校137億円、大学
その他 8億円とされている（26）。地方債による地方公共団体向けの貸付が、各項目で配慮されて
いたのである。
　以上を踏まえ、1961年度から1975年度にかけた変化を、前掲表 3より計画全体と資金運用
部資金、簡易生命保険資金を対照してみよう。1975年度の財政投融資計画の各項目順位は、「住
宅」、「生活環境整備」、「中小企業」の順であり、資金運用部資金との間には、やはり大きな差
異は見られない。これは資金運用部資金が量的に大きいという、1961年度と同じ理由による。
しかし子細に見ると、財政投融資全体の動きを各原資の動向による構成比変化が規定していた
姿が浮かび上がってくる。「生活環境整備」は、財政投融資全体では変化がなかったが、資金
運用部資金では1961年度 6位から1975年度 2位に移行している。年金資金は概ね「厚生福祉」
に向けられていたから、本体は郵便貯金資金であったといえる。注目されるのは、これと反対
に簡易生命保険資金における同項目では、 3位から 6位に順位が落ちていることである。つま
り、「生活環境整備」については、財政投融資全体に占める重要性に変わりなかったが、その
担い手が簡易生命保険資金から郵便貯金資金に集中されたのである（27）。
　ここで注目されるのは、簡易生命保険資金の小計①では、「生活環境整備」と入れ替わるよ
うに、「文教」が 8位から 3位に移行していることである。ことはむしろ、「文教」に資金を集
中するため、「生活環境整備」への資金運用のウェートを減らし、資金運用部―郵便貯金資金
等に肩代わりさせた、あるいは分担関係を整理したというべきであろう。これは、1965年度以
降、財政投融資全体の「文教」の比重が低下したのに対し、1970年代になって起債面で人口発
達地域の義務教育施設の充実が認められたこと、また従来資金運用部と共同分担していた義務
教育施設の資金手当てが簡易生命保険の専管となり、簡易生命保険資金での「文教」の順位引
き上げに寄与したことによる（28）。
　また、簡易生命保険資金の小計②では、「道路」が10位から 1位に移っていることが注目さ
れよう。財政投融資合計において「道路」を 9位から 5位に押し上げたのは、同項目の比重を
高めた簡易生命保険資金だったのである。高速道路とは別に、基幹道路の整備が進むとともに、
府県市町村道路の整備に重点が傾けられるようになったことが、この変化を生んだと考えられ
る。また、小計③については、「基幹産業」が財政投融資合計では 5位から10位に、資金運用
部資金は 2位から 9位に移動しており、簡易生命保険資金については小計③はほとんど運用離
脱状態となった。以上から、財政投融資における簡易生命保険資金は、1961年度には依然とし
て戦後復興期の影響のうちにあったが、高度成長期後半になると、年金資金に加え、郵便貯金
との役割分担により、運用対象の再編―原資の資金性格からする分担関係の明確化が進行した
と評せよう。
　1975年度段階には、運用再開時期の地方還元という基本方針がより鮮明となり、財政投融資
全体でもいえる主要な運用先の「住宅」、「中小企業」、「運輸通信」に加え、「文教」および「道
路」に特に比重を傾けていくことに特徴があった。財政投融資合計に占める簡易生命保険資金

26　前掲、『簡易生命保険郵便年金事業史―創業五十周年記念』、931頁。
27　 ただし、簡易生命保険では、財政投融資投融資計画の枠の外で、自主運用分として契約者団体貸付
制度が1959年にから再出発しており、そのなかには地方に対する環境整備に類するものを含め、小
口ながら多様な貸付がおこなわれている。

28　 簡易保険事業60周年記念事業史編さん室編『簡易生命保険郵便年金事業史―創業60周年記念』簡保
保険加入者協会、1977年、347頁。
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の割合は、「文教」で1961年度に41.2％であったものが、1975年度には実に71.6％となった。「道
路」についても、1961年度に同割合が9.7％であったものが、1975年度には42.3％に跳ね上がっ
ている。これを見れば、高度成長後半を通じ、簡易生命保険資金がベビーブーマー＝団塊世代
の成長と沿うようにその運用を変化させつつ、創業以来の運用理念である「公共の利益」と「地
方還元」という運用基本方針にしたがい、地方の自助・共助・公助を運用面から連結していく
姿が浮かび上がってくる。同時に、それらの項目が目に見えるかたちで契約者の在住地域に還
元されることが、簡易生命保険と団体も含む契約者とを結びつけ、官独占を失った戦後の簡易
生命保険の意義を明示することを通じ、その発展の有力な武器としてきたことを付け加え指摘
しておきたい。

❺ おわりに

　本稿では、高度成長期の簡易生命保険の意義と役割、郵便貯金との差異性について、原資別
財政投融資の動向を使途別財政投融資と重ね合わせ、財政投融資計画における簡易生命保険資
金の寄与の特徴の中に見出した。これにより、官独占を返上した戦後においても、積立金がほ
ぼ財政投融資計画に含まれていた高度成長期の運用を通じ、政府の諸計画に即しつつ、創業以
来の官による小口の任意保険であることの政策理念と生活に密着した地方還元という基本方針
が貫かれていたことが明らかとなった。それはむしろ、戦後になって官による独占が失われた
がゆえに、より鮮明に示される必要があったともいえる。郵政省にとって、このような理念と
基本方針を堅持することが、積立金の自主運用を政府部内で「正当化」する根拠であった。ま
た「公共の利益」に裨益するとともに、地方への還元をおこなうことは、民間生命保険とは異
なる簡易生命保険の特質、存在意義を民間保険業界に示すとともに、その意義を契約者に印象
づけ、そのロイヤリティを維持する募集上の武器ともなった。
　本稿では課題の設定により立ち入ることができなかったが、独占を欠くこととなった簡易生
命保険はまた、民間生命保険会社との競合を前提に、財政投融資以外により利回りのよい社債
等への自主運用を通じて、契約者に利益を還元していく必要があった。これら運用された社債
や金融債は、公益性の高いものが選択されていたと考えられ、財政投融資計画協力による積立
金運用と合わせ分析することにより、戦後における簡易生命保険の戦後経済成長と国民生活の
向上に持った意義はより鮮明になるであろう。この点において、はるかに下って1986年自主運
用が一部認められるようになった郵便貯金とは、民営化の歴史的前提を異にするものであった
ことを、本稿の課題の範囲でも明らかにできたものと考える。
　さらに、本稿では運用に課題を限定したため触れられなかったが、保険事業についても、大
量満期集中への対応を終えた1962年から、簡易保険局では新しい保険の開発が検討されるよう
になり、1968年郵政審議会において「特色ある簡易生命保険とするための方策に関する答申」
が出され、高度成長期の後半から、簡易生命保険は新しいタイプの保険を開発していくことに
なる。これらの保険は、敗戦から立ち直りを見せた国民生活の様々な変化に対応していこうと
するものであり、民間生命保険会社においても問われていたものであることは言うまでもない
が、そこにもまた簡易生命保険の特質が見出される。
　それらについて個々にここで取り上げることはできないが、1971年に特別終身保険と学資保
険が創設されたことを挙げておこう。1955年に男性63.60歳、女性67.75歳であった日本人の平
均寿命は、1970年には男性69.31歳、女性74.66歳と伸びている。前者の保険は、これに対し、
本来の終身保険に貯蓄性の強い養老保険の仕組みを組み込んだものである。後者の保険は、進
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学率の上昇と教育費の高騰に対応するため、被保険者である子供と保険契約者である親との「連
生保険」である。1960年代はベビーブーマー＝団塊世代がそれぞれの学校を卒業し、就職しつ
つあった時代であり、学制上の最終学校である大学への進学が始まっていた。1971年とは、団
塊世代の多くが社会人となり、結婚を意識し、あるいは団塊ジュニア世代が生まれつつある時
期に当たり、団塊世代の親世代が老後を考え始める時期とも重なる。すでに明らかにしたよう
に、簡易生命保険資金は、財政投融資の「文教」において圧倒的な役割を演じてきた。それは、
預金部の活動が停止され、簡易生命保険積立金の運用が制約されていた条件の下、戦後教育改
革による六・三制義務教育の開始と、ベビーブーマー＝団塊世代の登場によって差し迫ってい
た義務教育施設拡充のための契約者団体貸付という便法によって開始され、高度成長期に引き
継がれたものであった。
　このように考えるならば、簡易生命保険は保険事業と運用との両面において、戦後ベビーブー
マーのライフ・サイクルとその変化に寄り添いつつ、並走し、発展してきたと言えるであろう。
その団塊世代も、ほぼ後期高齢者に入りつつある。1916年にその「前哨」となることを期待さ
れて産声を上げ、1961年の国民皆保険・皆年金の実現以降には、簡易生命保険がその補完とし
ての役割を果たしてきた戦後日本の社会保障制度も曲がり角に来ている。戦前から一貫して掲
げられてきた「地方還元」の対象である日本の地域構造も大きく変容しつつある現在、民営化
以降の簡易生命保険が営々として築き上げてきた「信頼」という財を、どのように生かしてい
くかは、日本型国民福祉の未来にとっての大きなチャレンジであるように思われる。

 　（いとう　まりこ　東京成徳大学経営学部准教授）


